司法専門職と福祉専門職をはじめ異なる専門職の連携、協働を実現するための要素―岡山における権利擁護支援ネットワーク形成過程を基に― by 佐藤  伸隆
研究ノート
司法専門職と福祉専門職をはじめ異なる専門職の
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１）新見公立短期大学地域福祉学科
（2017年11月15日受理）
問題の所在Ⅰ―序に代えて―
権利擁護の意味を一般的に説明することは極めて難し
い。「権利」とは一定の利益を自らの意思で、自己のため
に主張、享受する法的資格・能力といえようから、権利擁
護とは法によって保障されたかかる資格・能力を、専ら司
法過程を通して確保するものと理解できよう。
これとは別に、自己実現や社会的包摂を目的に人が個人
としての尊厳性を保持し、自立した生活を営めるよう支援
することを権利擁護という立場がある。この場合、法によ
る公平性や安定性よりむしろ個人の主体性の保障に視点
が向けられ、また、支援は法の及ぶ範囲を超えて社会関係
や人間関係の調整、修復、（再）構築などにも広がるⅰ。
これらは、概して前者が司法分野における権利擁護であ
り、概ね人権擁護と同義に捉えられるⅱ。一方、後者は専ら
福祉分野におけるそれであるといえよう。
ところで、従来この二者をもって概念化が可能だった権
利擁護は昨今、後述する権利擁護支援制度ⅲの創設によっ
て新たな概念が生まれた。以来、認知症高齢者や知的・精
神障がい者などで意思決定をしづらいために、自らの権利
を 行 使 す る こ と が 困 難 な 人 に 対 す る 意 思 の 代 弁
（advocate）、行為の代理、代行、助言さらには意思決定
支援を行うことをして権利擁護とする第三の概念が普及
した。
そこで、今日における「権利擁護」の概念を改めて筆者
なりに整理すると、①専ら法定された権利を司法過程を通
じて実現する「司法的権利擁護」、②自己実現や社会的包
摂を図るため社会関係、人間関係の調整や修復、（再）構
築などを行う「福祉的権利擁護」、③意思決定をしづらい
高齢者、障がい者などの意思を代弁、代理・代行、助言あ
るいは意思決定支援する「後見的権利擁護」の３概念が併
存することとなる。《表１》
併せて、権利擁護を機能面から整理すると、①虐待や詐
欺、強要などによって故意に侵害された権利を救済、保護
する、あるいはこれらを予防する「保護・予防としての権
利擁護」、②そもそも人として当然に有するべき権利が、差
別、偏見あるいは疎外や排除、もしくは社会的障壁などⅳに
よって損なわれている時、それを獲得、創造して社会的包
摂を促す「社会的包摂としての権利擁護」、③個人の主体
性を保障し、人としての価値を高め、もって生活の質を高
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いわゆる「権利擁護」が今日的な意味合いを含み実践されるようになってから20年近くになる。この間、実
務に携わる司法、福祉をはじめとする専門職は意味のある支援を実現するために専門職同士の連携、協働を模
索してきたが、今日に至りても尚、各地で一様にそれが実現しているわけではない。
その中、岡山では権利擁護支援における専門職の連携、協働に早くから取り組み、今や「岡山方式」と称さ
れるまでに至っているが、現状に至った経過やそれを促した要素については、必ずしも明確に整理されている
わけではない。
本研究は、かかる課題認識に基づき岡山における専門職連携の基盤組織である岡山高齢者障がい者権利擁護
ネットワーク懇談会の形成過程を帰納的に考察することで、異なる専門職同士が連携、協働するために必要な
過程と構成要素を詳らかにすることを試みたものである。
その結果、創設期には「人」及び「契機」「装置」の構成要素が存在することが明らかになった。また、そ
の後の発展過程は計画期・実行期・振り返り期・発展期に区分され、P・D・S（C）・Dサイクルを展開し各期
に特徴的な構成要素を携えながらスパイラルアップしていることが明らかになった。
（キーワード）権利擁護支援、司法と福祉の連携、P・D・S（C）・Dサイクル、スパイラルアップ
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揚する意味での「生活主体としての権利擁護」が併存して
いる。《表１》
ところで、こうした相違は専門職が単体で、あるいは同
種の専門職同士で支援を行う際にはさほど表面化するも
のではない。いわば「業界の常識」「あたり前」の共通言
語・思考として当該専門職相互に共有されているからで
ある。一方で異なる分野の専門職が協働して支援を行う場
面、時としてそれらが交錯してこのような違和感を意識さ
せることがある。
いわんや権利擁護支援の場面では「権利擁護の実現」を
目的とする司法専門職と福祉専門職が各々の専門分野に
おける共通言語・思考を前提として独自に支援を行って
いるようなものである。もとより、専門性の違いから視点
や支援方法が異なるのは当然である。しかしながら、支援
の価値や目標を共通化（共有）せずに各々が権利擁護を標
榜しても意味のある支援を行えるはずはない。ましてや分
断された状況で支援を受ける高齢者や障がい者はたまっ
たものではあるまい。
こうした状況を解消し、異なる専門職同士が連携、協働
して支援を行うためには、何よりもまず権利擁護支援に関
わる専門職（ひいては関わる市民）が共有すべき「権利擁
護支援の共通基盤」が必要だと思料する。
筆者はこの共通基盤について、狭義にはいわゆる権利擁
護マインドともいうべき「価値」から、広義には支援を展
開する「場」と「システム」からなると考えている。
その内容の検討はひとまず置き、本稿ではまずもってこ
の点を問題意識を基底に据えておきたい。
問題の所在Ⅱ―課題認識―
遡及すること17年余の平成12（2000）年は福祉・介護分
野の大変革期であった。社会福祉基礎構造改革の集大成と
して社会福祉事業法が社会福祉法に改められたほか、介護
保険制度の創設、さらには障がい者の地域生活移行が始動
し始めたのもこの頃からである。
もっとも、こうして福祉・介護などのサービスが整備さ
れれば直ちに高齢者や障がい者が安定した生活を営める
わけではない。特に認知症高齢者や知的・精神障がい者な
どで自ら意思決定をしづらい人が地域生活を営もうとす
れば、そこにさまざまな困難が生じ得ることが予想され
る。そこで先述した通り、こうした状態にある高齢者、障
がい者の権利を擁護するため、同時期に成年後見制度や地
域福祉権利擁護事業（現：日常生活自立支援事業）などの
いわゆる権利擁護支援制度が整備された。
これらの制度は、財産（金銭）管理や身上監護など、こ
れまでにないニーズ、あるいは見過ごされてきたニーズを
抱える高齢者や障がい者を支援する契機となった点で、ま
た、代弁や代理・代行、助言ひいては意思決定支援など、従
来馴染みの少ない方法による支援を要請された点で、それ
に関わる専門職の支援可能性を引き出した。
その一方で、支援に携わる専門職は高齢者、障がい者の
生活課題の複雑性、広範多様性、さらには重層性に直面す
ることとなり、必ずしも思うような支援成果を挙げられな
い場合も見受けられた。とりわけ、専門分野の範疇に含ま
れる課題は対応しやすいものの、専門分野外の課題につい
ては対応に苦慮する場面もみられた。
例えば、福祉専門職は生活支援を得意とするが、法・司
法による解決、緩和が有効な課題については適切に対応し
づらい、あるいは対応してはならない場面も生じていた。
司法専門職はその逆にトラブルへの法的対応を得意とし
たが、生活支援には対応しづらく、時として専門職が課題
を抱えたまま苦悩する場面もみられた。このような背景か
ら司法専門職と福祉関係者の連携、協働が模索されるよう
になった。
その中、岡山では権利擁護支援制度の創設後まもなくか
ら司法専門職と福祉専門職の連携、協働が検討され、中核
組織を組織化したうえで種々の活動に取り組んできた。さ
らに今日では税理士や行政書士、社会保険労務士など生活
を支援する多様な専門職の連携、協働へとすそ野を拡大し
て支援を展開している。
もっとも、岡山におけるこうした取り組みの経過やそれ
を促した要素については必ずしも詳らかにされているわ
けではない。そこで本稿では岡山における実践例を帰納的
に考察することで異なる分野の専門職同士が連携し、協働
性を発揮するための構成要素を明らかにしようと試みた
ものである。
佐藤　伸隆
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表１　権利擁護の概念
司法専門職と福祉専門職をはじめ異なる専門職の連携、協働を実現するための要素
Ⅰ．研究の方法
１．対象
１）対象の概要
岡山における司法専門職と福祉専門職の連携、協働は現
在、「岡山高齢者・障害者（現：障がい者）権利擁護ネッ
トワーク懇談会」（以下、岡山ネット懇）を中核組織とし
て、同会が主催する「定例会」及び「高齢者・障害者（現：
障がい者）なんでも相談会」（以下、なんでも相談会）、さ
らには岡山高齢者虐待対応専門職チームによる協働活動
のほか、岡山ネット懇を母体として誕生した特定非営利活
動法人岡山高齢者・障害者支援ネットワーク（以下、NPO
支援ネット）、その他、実に多様な団体、活動によって行
われている。《表２》
２）対象の特性
岡山ネット懇は、後に詳述するとおり権利擁護支援を行
う各種専門職によって組織された任意団体であり、その支
援方法は、司法専門職と福祉専門職など異なる専門職同士
がコンビを組み、協働して支援を行うことに特徴がある。
これは各専門職が専門性を発揮し合うことで、言い換える
ならば専門外の部分を補足し合うことで双方向からの視
点、方法をもって１人の高齢者や障がい者を支援しようと
するものである。また、相談は無料、時間無制限、ワンス
トップ解決などを原則としており、これら一連のスタイル
をして「岡山方式」と称されている。
２．方法
１）初期経過の把握
本稿では岡山ネット懇の創設から、なんでも相談会の実
施、NPO支援ネットの設立に至る初期の経過から司法専門
職と福祉専門職をはじめ異なる専門職が連携、協働する過
程と、それを実現するための構成要素を明らかにしたいと
考えた。
そこで、NPO支援ネットの会員である筆者が同会の事業
を通して行ったNPO支援ネットの歴史をまとめる作業の
中で行った専門職に対するインタビュー（非構造化面接）
と、それを内定するために使用した関係団体保管資料など
を再度、検討、分析することによって岡山ネット懇の創設、
展開過程を再評価した。
2）意図の抽出
先の創設、展開過程から岡山ネット懇における専門職連
携、協働過程をパターン化するとともに、そこに働いた「意
図」を抽出して異なる専門職同士が連携、協働するために
必要な要素を明らかにした。
Ⅱ．司法専門職と福祉専門職の連携、協働へ向けた経過
１．岡山ネット懇の創設
１）契機
岡山における司法専門職と福祉専門職の連携、協働は、
財団法人（現：公益財団法人）リーガル・エイド岡山ⅴの高
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表２　ネット懇の主要関連団体概要（一部）
齢者・障がい者支援センターに関係する複数の弁護士ら
の発意によって促された。同センターに関係する弁護士の
多くは平成12（2000）年の成年後見制度創設以降、第三者
後見人として自ら支援を担ってきたが、程なく「高齢者や
障がい者への支援活動として、財産管理を中心とした成年
後見業務だけでは不十分ではないか」との疑問を抱くよう
になった。
こうした中、「福祉関係者との連携が必要ではないか」と
する意見が複数者から上がり、それを契機として連携、協
働に向けた働きが始まった。
２）福祉職員との交流
平成13（2001）年頃から先の弁護士らは福祉関係団体職
員有志との自主勉強会や、各種福祉関係委員会への参画な
どを通して福祉関係実務者と関わり始めた。さらに平成14
（2002）年度には先進地域を視察するなどして、いよいよ
司法と福祉の連携、協働の必要性を実感したことから、か
ねてから関係のあった岡山県社会福祉協議会（以下、社会
福祉協議会を社協）へ相談をもちかけた。
３）場づくり
岡山県社協は、相談を受けた後に、県内の福祉専門職・
団体と司法専門職が交流する場を設けるため、関係団体ⅵ、
個人などへ呼び掛け、平成15（2003）年２月に、①顔の見
える関係づくり、②相談しやすい体制づくりのための自己
紹介、③所属する団体の機能や専門性の共有、④ネットワ
ーク参加者の検討、⑤電話の受付窓口の設置方法、⑥メー
リングリストの開設などを議題とした「高齢者・障害者の
ための、相談者機関ネットワーク作り懇談会」を開催した。
そして、その場で同様の懇談会を継続的に開催することで
合意し、岡山ネット懇が創設された。
なお、創設後、早期には岡山ネット懇の基本ルールを定
め、今日まで継承されている。《表３》
４）岡山ネット懇定例会の現状
創設当初の基本ルールを活かしながら現在も２か月に
一度の岡山ネット懇定例会を開催している。参加者は当初
の司法専門職、福祉専門職に加え、既述の通り、税理士、行
政書士、社会保険労務士など高齢者や障がい者の生活を支
援する幅広い専門職が集合して勉強会や情報交換、必要な
検討などを行っている。
２．高齢者・障がい者なんでも相談会
１）具体的な活動への期待
設立間もない岡山ネット懇定例会では司法専門職、福祉
専門職が相互に懇親を深めつつ、具体的な協働活動として
相談会の開催が提案され、実施に向けた協議が進められ
た。その場では「高齢者や障がい者の相談は比較的長時間
を要することから、既存相談会のように１回30分間ではな
く、原則“時間無制限”としてはどうか」「従来の相談会は、
専門業種ごとにブースを分け、相談に来た人がブースを周
っていたが、高齢者・障がい者を中心に考えるならば、各
専門職がコンビを組んで一緒に対応することでワンスト
ップ相談を実現できないか」など、各専門職の実務課題を
克服するための提案が行われた。
２）なんでも相談会の実施
このような議論を経て、平成15（2003）年７月に32人の
司法・福祉関係者が集合して、《表４》の基本ルールⅶに則
り、「高齢者・障害者無料なんでも相談会」（なんでも相
談会）を開催、計42件の相談に応じた。
３）成果
なんでも相談会の反省会では、来談者からの声として
「時間無制限のため相談に訪れた高齢者や障がい者は時
間を気にすることなく、悩みのすべてを打ち明けることが
できた」などの意見が挙がった。他方、相談員である各専
門職からは「異なる専門職がコンビを組んで相談にのるこ
とでワンストップサービスが実現した」「コンビを組むこ
とで他の専門職の相談方法を垣間見ることができ、それが
非常に興味深く参考になった」などの意見が聞かれた。
これらの意見を踏まえ、なんでも相談会の継続実施が決
まり、その後、毎月１回岡山市内の会場で、また、倉敷市
や県北などで年４回程度の巡回相談を行うに至った。
４）現況
なんでも相談会に参加した市民からは、現在も「その場
で解決につながる」「さまざまな専門職が広範な視点から
問題をとらえ相談にのってくれる」「時間制限がない」「無
料だ」などの肯定意見が寄せられている。また、専門職か
らは「自分自身の専門性では解決できない困難事例も、他
の専門職に相談すれば解決できる（ヒントがもらえる）」
「複数で相談にのるので、お互いにフォローし合い安心感
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表３　ネット懇の基本ルール
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表４　なんでも相談会の基本ルール
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がある」「他分野の専門職と交流することで顔見知りが増
える」「各専門職の視点や専門性が分かり、普段から連携
を取りやすくなった」「自らの専門性を磨くいい機会だ」な
どの意見が出ている。
このように、なんでも相談会は今日、高齢者、障がい者
本人やその家族はもとより、それに関わる福祉・介護、保
健、医療関係者など広範な人々が実に多様多彩な生活課題
の相談に訪れており、今や岡山になくてはならない民間相
談窓口（社会資源）に成長しているといえよう。
３．NPO支援ネット
１）専門職が抱える課題の克服
なんでも相談会によって、司法専門職と福祉専門職が連
携、協働することの具体的な成果を確認、共有した岡山ネ
ット懇参加者は協働活動をさらに広げるための模索を始
めた。
既述の通り、岡山ネット懇に参加する専門職の多くは自
ら第三者後見人として多くの案件を受任しているが、その
中には個人では対応しづらい困難案件も少なくない。
そこで、岡山ネット懇では参加する専門職に共通する課
題を克服すべく「権利擁護支援センター」の創設が議題に
挙がった。とりわけ個人受任が困難な複雑案件や後見人で
ある専門職よりも年下の障がい者などで後見人が先にリ
タイアする可能性があり継続支援が危ぶまれる案件など
も、専門職集団によって組織した法人ならば受任が可能で
はないかとして、法人設立に向けた機運が高まった。
２）NPO支援ネット創設
岡山ネット懇定例会で協議した結果、平成16（2004）年
9月に設立総会を開催、同年12月に岡山県から法人設立認
証を得て、平成17（2005）年1月にはNPO支援ネットが設立
された。さらに、平成17（2005）年12月には第１号案件を
受任し、法人後見活動がスタートした。
３）現況
NPO支援ネットの法人運営は総会の決議に基づき理事
会がそれを担い、さらにその下に総務部、企画調査・研修
部、渉外・広報部、受任案件管理部を設置して各理事が分
掌している。なお、理事は特定の専門職に偏ることのない
よう各専門職から就任している。
定款によれば現在の事業内容は、❶高齢者、障害者に対
する相談事業、❷高齢者、障害者に対する成年後見制度利
用支援・啓発活動、❸高齢者、障害者の権利擁護に関する
研修事業、❹法人成年後見事務の提供事業である。
この内、主要事業の❹法人後見事務の提供事業は岡山ネ
ット懇の基本ルールに則り、法人が受任した成年後見案件
を専門性の異なる複数の会員（専門職）で、それぞれＡ担
当（財産管理担当：弁護士、税理士など）、Ｂ担当（身上監
護担当：社会福祉士、精神保健福祉士など）に分担したう
えで、さらに事務局担当者が加わり３人１組で１人の被後
見人を担当する。実際の支援は必要に応じてＡ・Ｂ両担当
が協議して行っており、後見報酬はＡ担当：Ｂ担当：NPO
支援ネット（法人）が１：１：１で均等配分している。
なお、NPO支援ネットはなんでも相談会の事務も担って
いる。
④実績
第１号案件を受任して以来、平成17（2005）年度は13件、
平成18（2006）年度には受任件数が急増し、法人設立後の
２年間で約200件近くの案件を新規に受任することとなっ
た。また、開設当初は38人だった会員数も年々増加し、弁
護士、行政書士、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉
士、社会保険労務士、保健師など、高齢者や障がい者の生
活に関わる専門職が幅広く加入するようになった。
現在は約200人の高齢者、障がい者を支援しており述べ
受任者数は300人を超えている。このようにNPO支援ネッ
トは今日、岡山における主要法人後見団体の一つとして機
能しているといえよう。
Ⅲ．連携、協働の特性とその構成要素
１．スパイラルアップによるサイクルの展開
ここまで、岡山ネット懇における専門職連携、協働の形
成過程と現況をまとめてきた。その主要点を抽出してまと
めたものが《表５》の左・中列「事象」「説明」欄である。
このことから筆者は一連の過程が❶岡山ネット懇創設
期（Foundation）における人の集結から始まり、❷組織化
を糧になんでも相談会を計画（Plan）、実施し（Do）、そ
の成果を確認して（See）、さらに❸NPO支援ネットを計画
（P）、創設：実行（D）、確認（S）と段階ごとにスパイ
ラルアップして発展を繰り返していると考える。つまり、
P・D・S（C）サイクルⅷに発展（Development）を付加し
て、いわば「P・D・S（C）・Dサイクル」を展開している
といえよう。《表６》
司法専門職と福祉専門職をはじめ異なる専門職の連携、協働を実現するための要素
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表６　ネット懇のサイクル
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２．連携、協働に向けた意図
ところで、岡山ネット懇初期の一連の過程をしばし反芻
すると、そこには当事者である専門職の「意思」「企図」が
存在することに自ずと気付かされるだろう。そこで、岡山
ネット懇の形成過程を時系列から先のP・D・S（C）・Dサ
イクルに置き換えて再整理したうえで、各サイクル期に見
られる「意図」に下線を付して抽出した（再度、時系列に
並べ戻したものを《表５》右列「意図」に参考表記）。
さらに、その「意図」を異なる専門職同士の連携、協働
の観点からカテゴリー化したうえで構成要素を明らかに
した。《図7》
１）岡山ネット懇の創設
①創設期
ⅰ）意図の抽出
岡山ネット懇創設の前提事由は、成年後見制度をはじめ
とする権利擁護支援制度の創設とそれに伴う実務上の課
題の発生にあることはいうまでもない。つまり、司法と福
祉が連携する必要性と連携を働きかけるタイミングが存
在したのである。
そのうえで、何よりも成年後見実務を担っていた弁護士
らによる福祉関係職員、団体への意図的な接触と積極的な
働きかけによって事態が始動した。そして、そのことが司
法専門職と福祉専門職の接触を促し、関係性の構築をも促
進したといえよう。もっとも、そこには当然ながらキーパ
ーソンの存在があり、岡山ではそれをリーガルサポート岡
山に関係する先の弁護士らが担った。
また、この接触に対して岡山県社協は中核的支援団体と
して福祉関係職・団体へ働きかけ、各々に賛同者を得て、
両者が集う「場」を意図的に用意した。この岡山県社協の
行動無くして各者の集結はあり得なかったろうから、いわ
んやキーパーソンが岡山県社協を中核支援団体と見越し
て相談を持ち掛けたとすればこの上もなく作為的である
し、それを受け止めた岡山県社協も同様に作為的である。
ともあれ、こうして司法専門職と福祉専門職・団体がは
じめて集結した「高齢者・障害者のための、相談者機関ネ
ットワーク作り懇談会」は、前項に既述の通り明らかに相
互交流、関係の構築や顔の見える関係づくりを意識した議
題設定がなされている。また、「ネットワーク参加者の検
討」「電話の受付窓口の設置」などは会議の継続性を促す
議題であり、ここにも作為を感じる。
結成された岡山ネット懇は司法専門職と福祉専門職の
接続拠点として母体組織の機能を担い、また、結成と連携、
協働を象徴するシンボルとして、ランドマーク的な役割を
果たし続けることになる。
ⅱ）カテゴリー化、考察
創設期には❶人の存在、❷行動力、❸関係、❹機会、❺
動機、❻団体・場（装置）、❼シンボル（象徴）の計７カ
テゴリーが確認された。この内❶から❸は「人」に関する
ものであり、❹❺は「契機」に関するものであった。
このことから創設期には「人」の存在、とりわけ始動を
促すキーパーソンの存在が不可欠であることが明らかに
なった。また、「人」の存在に加えて、専門職同士が集結
する「契機」（機会／動機）と「装置」（団体・場）の設
定が必要であることも分かった。さらに、組織化後は集結
と連携、協働を「象徴」するシンボルとしての母体組織の
有用性も明らかになった。
②計画期（P）
ⅰ）意図の抽出
なんでも相談会は岡山ネット懇における初めての協働
作業として司法専門職と福祉専門職の連携、協働を見える
形で具現化させるねらいがあったことは明らかである。換
言するならば、専門職同士の結束力を試し、その効果を確
認する意図があったともいえよう。
さらに、なんでも相談会は日常の支援実務の中で実感し
た課題を克服する方法を協働で検討し専門職自身のディ
レンマを解消する装置として、ひいては今までにない理想
的な相談形態を実現させようとする開拓的なねらいもあ
った。
NPO支援ネットは、なんでも相談会の成功を弾みに、今
度は岡山ネット懇に参加する専門職が支援を行う際に共
通して抱く不安や懸念を共有し、それを払拭して、理想的
な後見支援を実現しようと企画された団体といえよう。つ
まり、成年後見事件の受任を通して司法専門職と福祉専門
職が連携、協働して活動することの成果を確認するねらい
があったといえる。
ⅱ）カテゴリー化、考察
計画期には❶共通点、❷連帯感、❸成果、❹開拓性、❺
課題解決の５カテゴリーが確認された。この内、❶は活動
を計画する際の「着想点」に関するものであり、残りの❷
から❺は活動「目標」に関するものであった。
計画作成時には、例えば支援を行う際に共通して抱く不
安や懸念など、参加する専門職の共通点に着眼し、それを
主柱に協議を行った。
さらに、活動の目標は専門職同士の連帯感の醸成や、活
動成果の共有、個人あるいは単一の専門職では実現困難な
ことを連携、協働して実現する開拓性、さらには現在抱え
ている実務上の課題を協働で解決、緩和することに置かれ
ていた。
③実行期（D）
ⅰ）意図の抽出
実行期における意図は、それぞれの基本ルールから直接
的にとらえた。
岡山ネット懇の基本ルールは、会員制をとらず出入り自
由にしたことで風通しをよくし、透明性や開放感を高め、
参加する自由あるいは参加しない自由を保障することで
― 110 ―
佐藤　伸隆
― 111 ―
司法専門職と福祉専門職をはじめ異なる専門職の連携、協働を実現するための要素
ᮇ ᵓᡂせ⣲㸦࢝ࢸࢦ࣮ࣜ㸧 ពᅗ㸦ពᛮ࣭௻ᅗ㸧୰ ᑠ
๰
タ
ᮇ
㹄
ே ேࡢᏑᅾ э࣮࢟ࣃ࣮ࢯࣥࡢᏑᅾ㸭㈶ྠ⪅ࢆᚓ࡚
⾜ືຊ э㸦࣮࢟ࣃ࣮ࢯࣥࡢ㸧✚ᴟⓗ࡞ാࡁ࠿ࡅ㸭ពᅗⓗ࡞᥋ゐ
㛵ಀ эពᅗⓗ࡞᥋ゐ㸭ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡢ᥋ゐ㸭㛵ಀᛶࡢᵓ⠏㸭୧⪅ࡀ㞟࠺ࠕሙ ࢆࠖពᅗ
ⓗ࡟⏝ព㸭┦஫஺ὶࠊ㛵ಀࡢᵓ⠏㸭㢦ࡢぢ࠼ࡿ㛵ಀ࡙ࡃࡾ
ዎᶵ ᶵ఍ эྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡢ᥋ゐ㸭୧⪅ࡀ㞟࠺ࠕሙࠖࢆពᅗⓗ࡟⏝ព㸭㸦࣮࢟ࣃ࣮ࢯࣥࡢ㸧
ពᅗⓗ࡞᥋ゐ
ືᶵ эྖἲ࡜⚟♴ࡀ㐃ᦠࡍࡿᚲせᛶ㸭㐃ᦠࢆാࡁ࠿ࡅࡿࢱ࢖࣑ࣥࢢ
⿦⨨ ᅋయ࣭ሙ эྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡢ᥋ゐ㸭୰᰾ⓗᨭ᥼ᅋయ࡜ࡋ࡚⚟♴㛵ಀ⫋࣭ ᅋయ࡬ാࡁ࠿ࡅ㸭୧
⪅ࡀ㞟࠺ࠕሙࠖࢆពᅗⓗ࡟⏝ព㸭୰᰾ᨭ᥼ᅋయ࡜ぢ㉺ࡋ࡚┦ㄯ㸭┦஫஺ὶࠊ㛵ಀࡢᵓ⠏ࡸ
㢦ࡢぢ࠼ࡿ㛵ಀ࡙ࡃࡾࢆព㆑ࡋࡓ㆟㢟タᐃ㸭఍㆟ࡢ⥅⥆ᛶࢆಁࡍࡼ࠺࡞㆟㢟㸭ẕయ⤌⧊
ࡢᶵ⬟
㇟ᚩ ࢩࣥ࣎ࣝ э㇟ᚩࡍࡿࢩࣥ࣎ࣝ࡜ࡋ࡚ࠊࣛࣥࢻ࣐࣮ࢡⓗ࡞ᙺ๭
ィ
⏬
ᮇ
㹎
╔᝿Ⅼ ඹ㏻Ⅼ э᪥ᖖࡢᨭ᥼ᐇົࡢ୰࡛ᐇឤࡋࡓㄢ㢟ࢆඞ᭹ࡍࡿ᪉ἲࢆ༠ാ᳨࡛ウࡋᑓ㛛⫋⮬㌟ࡢࢹ࢕ࣞ
࣐ࣥࢆゎᾘࡍࡿ⿦⨨㸭ᨭ᥼ࢆ⾜࠺㝿࡟ඹ㏻ࡋ࡚ᢪࡃ୙Ᏻࡸᠱᛕࢆඹ᭷ࡋࠊࡑࢀࢆᡶᣔ
┠ᶆ 㐃ᖏឤ э㹙☜ㄆ㹛㐃ᦠࠊ༠ാࢆぢ࠼ࡿᙧ࡛ල⌧໬㸭ᑓ㛛⫋ྠኈࡢ⤖᮰ຊࢆヨࡋࠊࡑࡢຠᯝࢆ☜ㄆ
э㹙ᐇົ࡟཯ᫎ㹛᪥ᖖࡢᨭ᥼ᐇົࡢ୰࡛ᐇឤࡋࡓㄢ㢟ࢆඞ᭹ࡍࡿ᪉ἲࢆ༠ാ᳨࡛ウࡋᑓ㛛⫋
⮬㌟ࡢࢹ࢕࣐ࣞࣥࢆゎᾘࡍࡿ⿦⨨㸭ᨭ᥼ࢆ⾜࠺㝿࡟ඹ㏻ࡋ࡚ᢪࡃ୙Ᏻࡸᠱᛕࢆඹ᭷ࡋࠊࡑ
ࢀࢆᡶᣔ㸭ᡂᖺᚋぢ஦௳ࡢཷ௵ࢆ㏻ࡋ࡚ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡀ㐃ᦠࠊ༠ാࡋ࡚άືࡍ
ࡿࡇ࡜ࡢᡂᯝࢆ☜ㄆ
ᡂᯝ э㹙ຠᯝ㹛㐃ᦠࠊ༠ാࢆぢ࠼ࡿᙧ࡛ල⌧໬㸭ᑓ㛛⫋ྠኈࡢ⤖᮰ຊࢆヨࡋࠊࡑࡢຠᯝࢆ☜ㄆ
э㹙ᐇົ࡟཯ᫎ㹛᪥ᖖࡢᨭ᥼ᐇົࡢ୰࡛ᐇឤࡋࡓㄢ㢟ࢆඞ᭹ࡍࡿ᪉ἲࢆ༠ാ᳨࡛ウࡋᑓ㛛⫋
⮬㌟ࡢࢹ࢕࣐ࣞࣥࢆゎᾘࡍࡿ⿦⨨㸭ᨭ᥼ࢆ⾜࠺㝿࡟ඹ㏻ࡋ࡚ᢪࡃ୙Ᏻࡸᠱᛕࢆඹ᭷ࡋࠊࡑ
ࢀࢆᡶᣔ㸭⌮᝿ⓗ࡞ᚋぢᨭ᥼ࢆᐇ⌧㸭ᡂᖺᚋぢ஦௳ࡢཷ௵ࢆ㏻ࡋ࡚ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ
㛛⫋ࡀ㐃ᦠࠊ༠ാࡋ࡚άືࡍࡿࡇ࡜ࡢᡂᯝࢆ☜ㄆ
э㹙⌮᝿ࢆᐇ⌧㹛௒ࡲ࡛࡟࡞࠸⌮᝿ⓗ࡞┦ㄯᙧែࢆᐇ⌧
㛤ᣅᛶ эᑓ㛛⫋ྠኈࡢ⤖᮰ຊࢆヨࡋࠊࡑࡢຠᯝࢆ☜ㄆ㸭᪥ᖖࡢᨭ᥼ᐇົࡢ୰࡛ᐇឤࡋࡓㄢ㢟ࢆඞ᭹
ࡍࡿ᪉ἲࢆ༠ാ᳨࡛ウࡋᑓ㛛⫋⮬㌟ࡢࢹ࢕࣐ࣞࣥࢆゎᾘࡍࡿ⿦⨨㸭௒ࡲ࡛࡟࡞࠸⌮᝿ⓗ
࡞┦ㄯᙧែࢆᐇ⌧㸭ᨭ᥼ࢆ⾜࠺㝿࡟ඹ㏻ࡋ࡚ᢪࡃ୙Ᏻࡸᠱᛕࢆඹ᭷ࡋࠊࡑࢀࢆᡶᣔ㸭⌮᝿
ⓗ࡞ᚋぢᨭ᥼ࢆᐇ⌧
ㄢ㢟ゎỴ э㹙⌧᭷ㄢ㢟ࡢゎỴ㹛᪥ᖖࡢᨭ᥼ᐇົࡢ୰࡛ᐇឤࡋࡓㄢ㢟ࢆඞ᭹ࡍࡿ᪉ἲࢆ༠ാ᳨࡛ウࡋᑓ
㛛⫋⮬㌟ࡢࢹ࢕࣐ࣞࣥࢆゎᾘࡍࡿ⿦⨨㸭ᨭ᥼ࢆ⾜࠺㝿࡟ඹ㏻ࡋ࡚ᢪࡃ୙Ᏻࡸᠱᛕࢆඹ᭷
ࡋࠊࡑࢀࢆᡶᣔ
э㹙⌮᝿ࢆᐇ⌧㹛௒ࡲ࡛࡟࡞࠸⌮᝿ⓗ࡞┦ㄯᙧែࢆᐇ⌧㸭⌮᝿ⓗ࡞ᚋぢᨭ᥼ࢆᐇ⌧
ᐇ
⾜
ᮇ
㹂
㐠Ⴀ ⮬⏤ эฟධࡾ⮬⏤㸭㏱᫂ᛶࡸ㛤ᨺឤࢆ㧗ࡵࠊཧຍࡍࡿ⮬⏤࠶ࡿ࠸ࡣཧຍࡋ࡞࠸⮬⏤ࢆಖ㞀㸭ᙉไ
ឤࡸ㈇ᢸឤࠊࣀ࣐ࣝព㆑ࡸືဨព㆑ࢆ࡞ࡃࡋࠊ⮬⏤࡞㞺ᅖẼࢆቑࡍ㸭ᑓ㛛⫋㛫࡟ୖୗ㛵ಀ
ࢆ⠏࠿ࡏ࡞࠿ࡗࡓ㸭⮬⏤ཧຍ࡟ࡋࡓࡇ࡜࡛㏱᫂ᛶࡸ㛤ᨺឤࢆ㧗ࡵࡓ
୺యᛶ э㏱᫂ᛶࡸ㛤ᨺឤࢆ㧗ࡵࠊཧຍࡍࡿ⮬⏤࠶ࡿ࠸ࡣཧຍࡋ࡞࠸⮬⏤ࢆಖ㞀㸭ᑓ㛛⫋㛫࡟ୖୗ㛵
ಀࢆ⏕ࡌࡉࡏ࡞࠿ࡗࡓ㸭↓ሗ㓘ࡢ⮬ᕫ㈇ᢸ㸭↓⛛ᗎ࡞ཧຍࢆࡅࢇไ㸭࣎ࣛࣥࢱ࣮ࣜ⢭⚄
ࢆ㔊ᡂ㸭ᡤᣢ㈨᱁࡟ࡼࡿ᱁ᕪ㸦㧗ప㸧ࢆ⏕ࡲࡎࠊᖹ➼ᛶࢆ☜ಖ
㏱᫂ᛶ эฟධࡾ⮬⏤㸭㏱᫂ᛶࡸ㛤ᨺឤࢆ㧗ࡵࠊཧຍࡍࡿ⮬⏤࠶ࡿ࠸ࡣཧຍࡋ࡞࠸⮬⏤ࢆಖ㞀㸭⮬⏤
ཧຍ࡟ࡋࡓࡇ࡜࡛㏱᫂ᛶࡸ㛤ᨺឤࢆ㧗ࡵࡓ㸭↓ሗ㓘ࡢ⮬ᕫ㈇ᢸ㸭ྛᑓ㛛⫋ࡢ༠㆟࡟ࡼࡗ
࡚㐠Ⴀ
表７　ネット懇における連携、協働の構成要素
― 112 ―
佐藤　伸隆
ᖹ➼ᛶ э㹙᪉ἲ㹛ฟධࡾ⮬⏤㸭㏱᫂ᛶࡸ㛤ᨺឤࢆ㧗ࡵࠊཧຍࡍࡿ⮬⏤࠶ࡿ࠸ࡣཧຍࡋ࡞࠸⮬⏤ࢆಖ
㞀㸭ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡢࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟஌ࡿࡇ࡜ࢆཎ๎㸭≉ᐃࡢᑓ㛛⫋ࢆ୺࡜ࡋ
ࡓ㸦೫ࡗࡓ㸧㐠Ⴀయไ࡟ࡋ࡞࠸㸭ྛᑓ㛛⫋ࡢ༠㆟࡟ࡼࡗ࡚㐠Ⴀ
э㹙ᑓ㛛⫋✀㛫㹛௦⾲⪅ࢆ⨨࠿࡞࠿ࡗࡓ㸭≉ᐃࡢᑓ㛛⫋ࢆ୺࡜ࡋ࡞࠿ࡗࡓ㸭ᑓ㛛⫋㛫࡟ୖୗ
㛵ಀࢆ⏕ࡌࡉࡏ࡞࠿ࡗࡓ㸭↓ሗ㓘ࡢ⮬ᕫ㈇ᢸ࡟ࡋࡓࡇ࡜ࡣ୍ࠊ ᪉࡛ሗ㓘᱁ᕪࢆ࡞ࡃࡍࡓࡵ
ࡢ✲ᴟࡢ᪉ἲ㸭ࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟ࡢࡿࡇ࡜࡟ࡼࡗ࡚≉ᐃᑓ㛛⫋ࢆ୺࡜ࡏࡎ㸭ᡤᣢ㈨᱁࡟ࡼ
ࡿ᱁ᕪ㸦㧗ప㸧ࢆ⏕ࡲࡎࠊᖹ➼ᛶࢆ☜ಖ
Ᏻᐃᛶ эᐃᮇ㛤ദ࡟ࡼࡿ⥅⥆ᛶ࡜ᏳᐃᛶࠊᏳᚰឤ㸭ྛᑓ㛛⫋ࡢ༠㆟࡟ࡼࡗ࡚㐠Ⴀ㸭ᨭ᥼ࡢ⥅⥆ᛶ࡜
Ᏻᐃᛶ
ຠᯝ 㐃ᖏᛶ э㹙㐠Ⴀࡢᕤኵ㹛ᑓ㛛⫋㛫࡟ୖୗ㛵ಀࢆ⏕ࡌࡉࡏ࡞࠿ࡗࡓ㸭௦⾲⪅ࢆ⨨࠿࡞࠿ࡗࡓ㸭↓ሗ㓘
ࡢ⮬ᕫ㈇ᢸ㸭↓⛛ᗎ࡞ཧຍࢆࡅࢇไ㸭ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡢࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟஌ࡿࡇ
࡜ࢆཎ๎㸭ࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟ࡢࡿࡇ࡜࡟ࡼࡗ࡚≉ᐃᑓ㛛⫋ࢆ୺࡜ࡏࡎ㸭≉ᐃࡢᑓ㛛⫋ࢆ୺
࡜ࡋࡓ㸦೫ࡗࡓ㸧㐠Ⴀయไ࡟ࡋ࡞࠸㸭ྛᑓ㛛⫋ࡢ༠㆟࡟ࡼࡗ࡚㐠Ⴀ㸭ᡤᣢ㈨᱁࡟ࡼࡿ᱁ᕪ
㸦㧗ప㸧ࢆ⏕ࡲࡎࠊᖹ➼ᛶࢆ☜ಖ
э㹙ᑓ㛛⫋ࡢຠᯝ㹛ᨭ᥼ࢆ㸯ே࡛ࡇ࡞ࡍࡇ࡜࡬ࡢࣉࣞࢵࢩ࣮ࣕࢆ㝖ཤ㸭ࢢ࣮ࣝࣉ࣮࣡ࢡ࡟ࡼ
ࡿࢥࣥࢧࣝࢸ࣮ࢩࣙࣥຠᯝ
㉁ࡢྥୖ э↓⛛ᗎ࡞ཧຍࢆࡅࢇไ㸭ᨭ᥼ࢆ㸯ே࡛ࡇ࡞ࡍࡇ࡜࡬ࡢࣉࣞࢵࢩ࣮ࣕࢆ㝖ཤ㸭ࢢ࣮ࣝࣉ࣡
࣮ࢡ࡟ࡼࡿࢥࣥࢧࣝࢸ࣮ࢩࣙࣥຠᯝ㸭ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛⫋ࡢࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟஌ࡿࡇ
࡜ࢆཎ๎㸭ྛᑓ㛛⫋ࡢ༠㆟࡟ࡼࡗ࡚㐠Ⴀ
ㄢ㢟ゎỴ эᨭ᥼ࢆ㸯ே࡛ࡇ࡞ࡍࡇ࡜࡬ࡢࣉࣞࢵࢩ࣮ࣕࢆ㝖ཤ㸭ࢢ࣮ࣝࣉ࣮࣡ࢡ࡟ࡼࡿࢥࣥࢧࣝࢸ࣮
ࢩࣙࣥຠᯝ㸭ᨭ᥼ࡢ⥅⥆ᛶ࡜Ᏻᐃᛶ
࣐࢖ࣥࢻ эฟධࡾ⮬⏤㸭ᑓ㛛⫋㛫࡟ୖୗ㛵ಀࢆ⏕ࡌࡉࡏ࡞࠿ࡗࡓ㸭↓ሗ㓘ࡢ⮬ᕫ㈇ᢸ㸭࣎ࣛࣥࢱࣜ
࣮⢭⚄ࢆ㔊ᡂ㸭ࢢ࣮ࣝࣉ࣮࣡ࢡ࡟ࡼࡿࢥࣥࢧࣝࢸ࣮ࢩࣙࣥຠᯝ㸭ྖἲᑓ㛛⫋࡜⚟♴ᑓ㛛
⫋ࡢࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟஌ࡿࡇ࡜ࢆཎ๎㸭ࢥࣥࣅ࡛┦ㄯ࡟ࡢࡿࡇ࡜࡟ࡼࡗ࡚≉ᐃᑓ㛛⫋ࢆ୺
࡜ࡏࡎ㸭ᐃᮇ㛤ദ࡟ࡼࡿ⥅⥆ᛶ࡜ᏳᐃᛶࠊᏳᚰឤ㸭ྛᑓ㛛⫋ࡢ༠㆟࡟ࡼࡗ࡚㐠Ⴀ
᣺
ࡾ
㏉
ࡾ
ᮇ
㹑
ᑓ㛛⫋ ஺ὶ эᑓ㛛⫋ྠኈࡢ஺ὶ࡜┦஫◊㛑ࡢሙ㸭┦ᡭࡢ᠜ࢆ▱ࡿ௰࡟㸭┦ㄯࡋྜ࠼ࡿ⎔ቃࢆࡘࡃࡾ㸭
㛵ಀᛶࡀ῝ࡲࡗ࡚࠸ࡃ
㐃ᖏឤ эᑓ㛛⫋ྠኈࡢ஺ὶ࡜┦஫◊㛑ࡢሙ㸭┦ᡭࡢ᠜ࢆ▱ࡿ௰࡟㸭㛵ಀᛶࡀ῝ࡲࡗ࡚࠸ࡃ㸭┦ㄯ
ࡋྜ࠼ࡿ⎔ቃࢆࡘࡃࡾ㸭ᑓ㛛⫋㛫ࡢ♫఍㈨※
㐠Ⴀ Ᏻᐃᛶ э೵⁫ࡍࡿࡇ࡜࡞ࡃᨭ᥼ࢆ㐍⾜ࡍࡿࡇ࡜ࢆྍ⬟㸭ᑓ㛛⫋㛫ࡢ♫఍㈨※㸭ᆅᇦ඲యࡢᏳᐃࡋ
ࡓᨭ᥼ࡢᥦ౪ࢆಖ㞀㸭ホ౯࡬ࡢྛᑓ㛛⫋ࡢ⮬㈇ࡀάືࡢ⥅⥆ᛶࢆᢸಖ
ᐇົ ㉁ࡢྥୖ эᑓ㛛⫋ྠኈࡢ஺ὶ࡜┦஫◊㛑ࡢሙ㸭┦ᡭࡢ᠜ࢆ▱ࡿ௰࡟㸭┦ㄯࡋྜ࠼ࡿ⎔ቃࢆࡘࡃࡾ㸭
೵⁫ࡍࡿࡇ࡜࡞ࡃᨭ᥼ࢆ㐍⾜ࡍࡿࡇ࡜ࢆྍ⬟㸭ᑓ㛛⫋ࡢᨭ᥼ࡢ㉁ࢆ㧗ࡵ࡚㸭ᆅᇦ඲యࡢ
Ᏻᐃࡋࡓᨭ᥼ࡢᥦ౪ࢆಖ㞀㸭ホ౯࡬ࡢྛᑓ㛛⫋ࡢ⮬㈇ࡀάືࡢ⥅⥆ᛶࢆᢸಖ
ࢿࢵࢺ࣡
࣮ࢡࡢᙧ
ᡂ
эᑓ㛛⫋ྠኈࡢ஺ὶ࡜┦஫◊㛑ࡢሙ㸭┦ᡭࡢ᠜ࢆ▱ࡿ௰࡟㸭㛵ಀᛶࡀ῝ࡲࡗ࡚࠸ࡃ㸭┦ㄯ
ࡋྜ࠼ࡿ⎔ቃࢆࡘࡃࡾ㸭೵⁫ࡍࡿࡇ࡜࡞ࡃᨭ᥼ࢆ㐍⾜ࡍࡿࡇ࡜ࢆྍ⬟㸭ᆅᇦࡢ♫఍㈨※
㸭ᑓ㛛⫋㛫ࡢ♫఍㈨※㸭ᆅᇦ඲యࡢᏳᐃࡋࡓᨭ᥼ࡢᥦ౪ࢆಖ㞀
♫ ఍ ⓗ
ᡂᯝ
♫఍㈨※ э೵⁫ࡍࡿࡇ࡜࡞ࡃᨭ᥼ࢆ㐍⾜ࡍࡿࡇ࡜ࢆྍ⬟㸭ᆅᇦࡢ♫఍㈨※㸭ᑓ㛛⫋㛫ࡢ♫఍㈨※㸭
ᆅᇦ඲యࡢᏳᐃࡋࡓᨭ᥼ࡢᥦ౪ࢆಖ㞀
Ⓨ
ᒎ
ᮇ
㹂
ḟ ẁ ఍
࡬ ࡢ ど
Ⅼ
ᡂᯝࡢᐇ
ឤ
э㐃ᦠࠊ༠ാ࡟ࡼࡿᡂᯝࢆᐇឤࡋ࡚ࡑࡢ㨩ຊࢆⓎぢ㸭㐩ᡂឤ࡜඘ᐇឤࠊࡑࡋ࡚ḟ࡞ࡿពḧࢆ
๰ฟ
㨩ຊ э㐃ᦠࠊ༠ാ࡟ࡼࡿᡂᯝࢆᐇឤࡋ࡚ࡑࡢ㨩ຊࢆⓎぢ㸭㐩ᡂឤ࡜඘ᐇឤࠊࡑࡋ࡚ḟ࡞ࡿពḧࢆ
๰ฟ
༠ാᛶ э㐃ᦠࠊ༠ാ࡟ࡼࡿᡂᯝࢆᐇឤࡋ࡚ࡑࡢ㨩ຊࢆⓎぢ㸭᭦࡞ࡿ㐃ᦠࠊ༠ാ࡬࡜㐃㙐
ྥୖᛶ э㐩ᡂឤ࡜඘ᐇឤࠊࡑࡋ࡚ḟ࡞ࡿពḧࢆ๰ฟ㸭᭦࡞ࡿ㐃ᦠࠊ༠ാ࡬࡜㐃㙐㸭ࢿࢵࢺ᠓ࡀẕయ
࡜࡞ࡗ࡚ḟࡢẁ㝵㸦άື㸧࡬࡜ࣛࢲ࣮ࢆ㸭ࢫࣃ࢖ࣛࣝ࢔ࢵࣉ
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強制感や負担感、ノルマ意識、動員意識をなくす効果を発
揮した。また、代表者を置かなかったことや特定の専門職
を主としなかったことで、参加する専門職間に上下関係を
生じさせなかったことも公平性を担保する重要なルール
といえよう。さらに岡山ネット懇への参加を手弁当の無報
酬の自己負担にしたことは、一方で報酬格差をなくす究極
の方法だろうし、他方では無秩序な参加をけん制し、ひい
てはボランタリー精神を醸成するなど、いわば「岡山ネッ
ト懇マインド」を創造する副産物を生んだ。
そして、定期開催による継続性と安定性、安心感は、支
援を１人でこなすことへのプレッシャーを除去すること
につながった。つまり、日常は孤軍奮闘しても２か月に１
度の定例会に参加すれば、さまざまな専門職に出合い、交
流して情報交換や相談ができるという、いわばグループワ
ークによるコンサルテーション効果を発揮する場が母体
組織としての岡山ネット懇となったix。
なんでも相談会の基本ルールは、司法専門職と福祉専門
職がコンビで相談にのることを原則とした点でもっとも
特長的であり、その他の「意図」は、概ね岡山ネット懇の
それと同様であった。ここにも「岡山ネット懇マインド」が
生じた。同様に定期開催による継続性と安定性、安心感は、
１か月に１度の相談会に参加すれば、さまざまな同業者に
出合い、自ら抱えている困難事例などの相談ができるコン
サルテーション効果も発揮した。
NPO支援ネットは特定非営利活動法人であるため組織
的、機能的な運営がなされているが、それは特定の専門職
を主とした（偏った）運営体制にしない、各専門職の協議
によって運営するなどの「岡山ネット懇マインド」によっ
て運営が支配されているからである。
実際の支援もA担当・B担当、事務局担当者で支援を共
有するなど、異なる専門職によって組織された法人（後見）
の利点を如何なく発揮したことによって支援の継続性と
安定性が保障された。なお、後見報酬を１：１：１の均等
配分としたことも、所持資格による格差（高低）を生まず、
平等性を確保する重要な構成要素となったといえよう。
ⅱ）カテゴリー化、考察
実行期には❶自由、❷主体性、❸透明性、❹平等性、❺
安定性、❻連帯性、❼質の向上、❽課題解決、❾マインド
の９カテゴリーが存在した。この内、❶から❺までは「運
営」に関することであり、❻から❾までは活動の「効果」に
関することだった。
a）運営
岡山ネット懇は、参加する自由、参加しない自由を保障
したことで、ややもすれば閉鎖的になりがちな合目的的組
織の開放感を高め、だれでも気軽に参画しやすい体制を整
えた。また、それは参加する専門職の主体性を尊重したが
ゆえのことであるともいえよう。
次に透明性は異なる専門職団体であればこそ、組織運営
の透明性を確保したことで開放感を高める結果につなが
った。さらに平等性は職種や資格、報酬額による序列化や、
常に同職種がトップを独占することによって生じる結束
力の低下ひいては組織崩壊を阻止するために働いた。具体
的には出入り自由や各専門職の協議による運営など運営
面での工夫のほか、特定の職種を主とせず所持資格による
格差（高低）も生じさせないとする専門職の関係性に関す
る工夫などがそれである。
最後に安定性は、定期開催や専門職の協議による運営、
支援の継続性によって確保された。
b）効果
第一に連帯性の発揮、強化が挙げられる。これは先の計
画期に挙げた「目標」の４要素が実行期に現れ、各専門職
の実務に効果を与えたものと考えられる。そしてその結
果、専門職同士の連帯感や協働性に止揚したといえようｘ。
第二の効果は質の向上である。例えばグループワークに
よるコンサルテーション効果など、相互研鑽による相対的
な資質向上と、異なる専門性に触れることによって得られ
た新たな気付き、さらには連携、協働することによって生
じた相乗効果などがそれであるⅩ。
第三の課題解決は異なる専門性が交互することによっ
て、これまで困難であった事例の解決が可能になり、支援
の継続性や安定性が得られたことである。
そして、第四のマインドは、連携、協働して活動を行う
内に、いわゆる暗黙の合意形成がなされ、それがマインド
を生み出したといえよう。
④振り返り期（S）
ⅰ）意図の抽出
なんでも相談会やNPO支援ネットは現在、市民や各種専
門職、機関・団体などから積極評価を得、地域の社会資源
として機能している。また、そこに参加する専門職間の社
会資源としても機能することで個々の専門職の支援の質
を高めており、多くの専門職がそれに浴することで地域全
体の安定した支援の提供を保障した。さらにこうした評価
への各専門職の自負が活動の継続性を担保したのである。
併せて何でも相談会や岡山ネット懇定例会は専門職同
士の交流と相互研鑽の場としても機能した。すなわち異な
る専門職同士が定期的に集うことではじめは面識がなく
ても、やがて挨拶や世間話を交わすようになり、いずれ話
題は各々の業務内容や専門性にも及ぶ。いわば相手の懐を
知る仲に関係性が深まっていくのである。この関係づくり
が困難事例を抱えたときに相談し合える環境をつくり、こ
の類の相談ならばどの専門職の誰に相談すれば、どう対応
（支援）してくれるのかを的確に導き、停滞することなく
支援を進行することを可能ならしめている。
ⅱ）カテゴリー化、考察
この期には❶交流、❷連帯感、❸安定性、❹質の向上、❺
ネットワークの形成、❻社会資源の６カテゴリーが認めら
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れた。この内、❶❷は「専門職」、❹❺は「実務」に関す
ることに集約できよう。
これらは即ち、振り返りの結果、確認された活動の成果
に他ならず、いうならば異なる専門職同士の連携、協働の
醍醐味が明らかになったといえよう。
⑤発展期（D）
ⅰ）意図の抽出
岡山ネット懇定例会やなんでも相談会、さらに、NPO支
援ネットの活動はその時々にこうした成果を挙げること
によって、そこに参加する専門職は連携、協働による成果
を実感してその魅力を発見し、達成感と充実感、そして次
なる意欲を創出して、さらなる連携、協働へと連鎖してい
った。
その根源となる場は岡山ネット懇定例会であり、岡山ネ
ット懇が母体となって次の段階（活動）へとラダーを重ね、
ひいてはそれが連続することによってスパイラルアップ
を生じさせた。
ⅱ）カテゴリー化、考察
発展期には❶成果の実感、❷効果の確認、❸協働性、❹
向上性の４カテゴリーが顕れた。いずれも「次段階への視
点」に集約されよう。
発展期は次の段階へと回転する接続点にあたる部分で、
前述の振り返り期と連続性をもって進行することから明
確に「期」として区分し得るか否かは議論を要するところ
である。
その検討は置き、この期では異なる専門職が連携、協働
したことの成果を実感してその効果を確認したうえで、さ
らに専門職交互の連携、協働性を確認し次段階へ上る向上
性を湧出、発揮させている。この４視点をもって更に議論
が深化し、新たな段階へとスパイラルアップしたことが、
岡山ネット懇をして今なお昇華している根源であろう。
Ⅳ．まとめ
本稿では、岡山ネット懇の形成過程を通して司法専門職
と福祉専門職をはじめ異なる専門職が連携、協働する過程
と構成要素を明らかにしてきた。
その結果、初動期には「人」と、初動を促す「契機」「装
置」が存在し、また、母体組織化後には「象徴」の存在が
明らかになった。
次に、活動はP・D・S（C）・Dサイクルが展開している
ことが明らかになった。この内、活動計画時には各専門職
に共通する事象を抽出して立案し、さらに実行する際には
円滑な運営を確保するために自由、主体性、透明性、平等
性、安定性を保障するよう努めていた。
そして、これらを展開した結果、異なる専門職が連携、協
働することの意義を実感して、その効果を確認し、専門職
交互の協働性を認知することによって、活動のスパイラル
アップが生じていたことも明らかになった。
もっとも、これら一連の展開を岡山ネット懇がどこまで
意図的に実行してきたかについては依然、明確にすること
はできなかった。活動実施の都度に反省会を開き、そこで
出た意見が次の活動への契機になっている点で、グループ
ダイナミズムによって意識的にP・D・S（C）・Dサイクル
を展開してスパイラルアップさせていたとも窺えようが、
そこに組織としての積極的意思が働いたか否かは必ずし
も明確にならなかった。結果的にサイクルが生じ、スパイ
ラルアップした可能性もあり得る。任意団体のひいては出
入り自由を標榜する（非会員）組織であるがゆえの曖昧さ
によるものだろうが、言及するまでもなくその柔軟さが岡
山における専門職連携、協働の糧となっていようことか
ら、何分にも痛し痒しの感が否めない。
とはいえ、本稿はこれまで必ずしも明確に整理されてい
なかった岡山における専門職同士の連携、協働過程とそれ
を促した構成要素を明らかにした点で何某かの意義はあ
ったのではなかろうか。
本研究が岡山ネット懇の更なる発展を期す上での整理
と、ひいては他地域における専門職連携、協働の素材にな
ればそれに優る喜びはない。
Ⅴ．課題
本稿は岡山ネット懇における初期段階の連携、協働過程
を対象としており、その後の事象までは触手を伸ばせてい
ない。また、今回は一部の関係者にしかインタビュー等を
行えていない。その意味でさらに広範な調査の必要性を稿
を進めながら痛感しているところである。
また、コーティング技術や分析力の拙さから十分な集
約、分析が行えていないことは、ひたすらに自省するのみ
である。
さらには先にも述べた通り、P・D・S（C）・Dサイクル
とスパイラルアップの発生要因についてなおも詳細な研
究が必要なことは指摘を待つまでもない。
課題を認識しつつ、さらなる研究を継続していきたいと
考えている。
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佐藤　伸隆
記して、その恩に着る次第である。
文献
１）服部高宏：福祉専門職が直面する規範葛藤の諸次元に
関する調査研究―法の公平な運用と福祉サービス利用
者への思い遣りのはざまで―報告書．社会福祉医療事業
団．5-16．2003
２）佐藤彰一：権利擁護実践における福祉職と法律職の連
携について．法と倫理のコラボレーション―活気ある社
会への規範形成―．（財）国際高等研究所．99-112．2013
３）船場恵理子・鴨崎多久巳：地域の暮らしをまもり、支
える連携～法律家と福祉専門職の取り組みから～：月
刊福祉2005.5．全国社会福祉協議会．80-85．2005
４）守屋真季・横山奈緒枝・五嶋幹雄・岡恒忠・高尾肇：
多職種との合同相談会にみる社会福祉士の役割～相談
援助の質を高めるための技能を中心に考察する～．社会
福祉士第14号．日本社会福祉士会．2007
５）中村誠：地域的リーガルネットワーク構築に関する総
合的研究．平成12年度～平成15年度科学研究費補助金
（基礎研究（B）（2））研究成果報告書（課題番号
12420002）．4-7．2003
６）岡山リーガル・ネットワーク研究会：地域社会とリー
ガル・ネットワーク―その可能性と現在―．商事法務．
2006
７）全国権利擁護支援ネットワーク：権利擁護支援と法人
後見―養成のために必要な知識を網羅した研修テキス
ト―．ミネルヴァ書房．2015
注釈
ⅰこの点では、例えば法哲学における功利主義と正義論、
ひいてはフェミニズムの一つの潮流であるケアの倫理
を巡る一連の議論を彷彿させる。なお、福祉専門職の支
援特性に照らして考察したものとして、文献1）2）に詳
しい。
ⅱ権利擁護はそもそも法律用語としてのなじみが薄く、専
ら人権擁護と同義に考えられがちであった。
ⅲここでいう「権利擁護」の語源は、成年後見制度とほぼ
相俟って平成11（1999）年10月から実施された地域福祉
権利擁護事業に端を発しよう。当初は厚生労働省の国庫
補助事業として創設されたが、平成12（2000）年6月の社
会福祉事業法改正で名称を改めた社会福祉法によって
法定化された。同事業は認知症高齢者や知的・精神障が
い者など判断能力が不十分な人を対象として、①福祉サ
ービス利用援助、②日常的金銭管理、③書類預かりなど
を支援内容とする。
ⅳ社会的な障壁とは、日常生活や社会生活を送るうえで障
壁となるようなものをいい、例えば、社会における事物、
制度、慣行、観念などをいう。
v （財）リーガル・エイド岡山は、昭和31年に創設された
岡山県法律扶助協会から始まり、平成７年に現名称に変
更、さらに平成25年には公益財団法人化して現在に至っ
ている。社会的・経済的理由で法律上の援護を必要とす
る人の権利を擁護し、社会正義の実現に努める財団法
人。平成７年に法律扶助協会から名称変更。①高齢者・
障がい者支援センター、②おかやま犯罪被害者支援セン
ター、③女性人権支援センター、④少年人権支援センタ
ー、⑤消費者被害救済支援センター、⑥民事介入暴力被
害救済センター、⑦刑事弁護支援センター、⑧特別人権
支援センターで構成する。
ⅵ岡山市社会福祉協議会や倉敷市社会福祉協議会をはじ
め、職能団体である日本社会福祉士会岡山県支部（現：
（一社）岡山県社会福祉士会）やリーガルサポート岡山
県支部（岡山県司法書士会内）など広範に呼びかけてい
る。
ⅶ代表者を置かないとするが、地方自治体などからの事業
などを受託契約する際、代表者が必要となるため、現在
は代表者を置いている。
ⅷ一般的には「P・D・C・A（-ct）サイクル」が用いられ
る。「P・D・Sサイクル」も大意に差はなく、ただ4段階
とするか3段階とするかの違い程度の認識でよいのでは
なかろうか。もっとも、本項で取り上げた事例の流れは
「改善」（A）よりもむしろ発展、展開（F）の意味に近
かったことから敢えて改善（A）を用いない「P・D・S
サイクル」で記した。
ⅸ余談に近いが、なんでも相談会を経験している各専門職
は、１人で相談対応することに不安を覚えるときがある
と証言する。これはなんでも相談会による相談形態が浸
透している現れであり、また、その効果を実感している
から発せられる言葉だろう。
ⅹこのことについて、例えば守屋らによれば、何でも相談
会への参加理由・動機を、そこに参加する社会福祉士に
尋ねたところ、「①実情の理解を求めるもの、②地域福
祉権利擁護事業に携わっていたなど現職との関係から
かかわったもの、③社会福祉士活動との関係によるも
の、④専門技術などの個人の力量やスキルアップ、そし
て、⑤連携、ネットワークの構築を図る」とする。文献
２）．182
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